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研究成果の概要（和文）：感染防止対策加算算定届出3,680施設を対象に感染対策の活動状況調査を実施した。
その結果、評価対象708施設のうち、加算１算定の304施設、および加算２算定の404施設について検討した。加
算１の9割で看護師が専従していたが、それ以外の職種の専従化は1割未満であり、専任者の配置状況はさらに難
しい状況であることが判明した、感染対策院内ラウンドへの参加状況、感染対策委員会の開催状況、地域連携の
状況も、十分な活動が行えているとは言えず、特に医師の参画が低い傾向が認められた。
以上より、小規模で医療法人などの施設では人的体制整備が十分でない状況が確認され、今後の感染対策上考慮
すべきであると考えられた。

研究成果の概要（英文）：This study aims was to explore the current status of infection control 
activities in 3,680 hospitals allowed to calculate the preferential Infection prevention 
countermeasure fee (PIPCF). The statistical analysis was performed for 708 hospitals, 304 hospitals 
with PIPCF 1 and 404 hospitals with PIPCF 2. The nurse was full-time in 90% of PIPCF 1, but the 
exclusive use of other types of occupation was less than 10%, indicating the arrangement situation 
of staff was found to be in a more difficult. Moreover, in the infection control in-hospital round, 
participation situation of the infection control committee, and the situation of the regional 
collaboration could not be said that sufficient activity is being carried out, especially the 
doctor's participation is low.
From these results, it is suggested that the maintenance of the human resources system was not 
sufficient in facilities such as medical institutions on a small scale, and it should be considered 
in future infection measures.

研究分野：感染制御学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1) 平成24年4月の診療報酬の改定で感染防
止対策加算が加算 I.400点および加算 II.100
点に加え、感染カンファレンスの実施により
さらに 100点が加算されることになり、多く
の施設が算定を開始している。多額の医療費
が投入されることから、加算開始後の病院の
感染対策実態を、目に見える形で評価・分析
し、その結果を出来るだけ速やかに国民に対
して公表することが望まれる。 
(2) 感染防止対策加算の算定要件に感染防止
対策に関する地域連携が含まれ、これまでと
は異なった観点からの調査が必要であるこ
とから、本研究により、調査・分析を行う計
画を立案した。 
(3) 本研究はアンケート調査、JCQHC（日本
医療機能評価機構）の感染対策関連項目の調
査および選定病院での面接調査から構成さ
れ、今後の感染対策に関する科学的エビデン
スをも提供でくると考えた。さらに、医師、
看護師たけではなく、感染対策に関わるすべ
ての医療スタッフに対する提言を行う事を
目的とした。 
 
２．研究の目的 
(1) わが国の感染防止対策に関する診療報酬
について、平成 8年院内感染防止対策加算（5
点/日）に始まり、平成 24年 4月の改定では、
感染防止対策加算が医療安全対策加算とは
別体系にあらためられ、 ICT（ Infection 
Control Team）のある医療機関と 300床未満
の病院や ICT のある医療機関同士の連携に
よるカンファレンスの実施などが必要とな
った。このように感染対策に関する変遷があ
るなか、いくつかの先行研究（1-3）が報告さ
れているものの、感染対策の実態調査が実施
されていないのが現状で、共有されるべき情
報が皆無に等しい。医療従事者も自施設の感
染対策に関する整備状況がわが国において
どのレベルにあるかも判断できない。また、
限りある医療資源の有効利用の観点から、効
率的な感染対策の再構築が望まれるところ
である。 
 
(2) 本研究における感染対策の実態調査等で
得られる結果から、次のような具体的な学術
的・社会的・経済的メリットが期待される。 
①学術的メリット：加算の増額による感染対
策整備状況、地域連携による整備状況の改善
効果などの実態の把握と JCQHCの評価結果、
加算別、病院機能・規模別との関連性の検証
により、感染防止対策上、今後重点的に強化
すべき項目や課題が明確となり、効率的・効
果的感染対策を構築できる。 
②社会的メリット：JCQHC 認定病院や臨床
研修病院の感染対策の実態を把握可能とな
り、行政は効率的・効果的感染対策を講じる
ことができ、また、国民は病院受診する際の
病院の差別化に利用することができる。 

③経済的メリット：行政および病院経営上、
効率的・効果的感染対策を講じることが可能
で、医療費の適正化にも貢献できる。 
 
３．研究の方法 
(1) 感染対策に関するアンケート調査 
<対象>各地区厚生局で情報開示されている
「感染防止対策加算」届出 3,680施設（2014
年 10 月時点）を対象に無記名自記式アンケ
ート調査票を送付し、感染対策の整備状況調
査を実施した。その際、回答することで本調
査に同意したものと判断した。 
<方法>アンケート調査: 
(i) 調査項目： 
①感染防止対策加算について、②感染防止対
策に係る管理者・責任者の配置状況について，
③感染制御の組織体制について、④院内感染
防止対策のための指針について、⑤院内感染
防止対策のためのマニュアルについて、⑥感
染症治療のための抗菌薬使用マニュアルに
ついて，⑦感染制御に係る委員会・会合につ
いて，⑧感染制御に係る組織的なラウンドに
ついて，⑨廃棄物処理について  
院内感染対策研修の実施について，⑩業務の
外部委託と院内感染対策研修の実施状況に
ついて，⑪組織的な病院感染サーベイランス
について、⑫院内感染の発生動向の把握状況
について、⑬感染防止対策加算に係る地域連
携について、⑭院内感染対策の地域ネットワ
ークについて、⑮菌薬の届出制・許可制につ
いて  
(ii) アンケート結果の解析・評価 
アンケートにより得られた感染防止対策加
算による感染対策の整備状況、地域連携の実
施状況について、加算１、２施設間での比較
を行い、その評価・検証に基づいて、今後の
感染対策の課題を検討した。 
 
(2) 日本医療機能評価機構(JCQHC)の評価
体系における医療安全管理関連項目の調査 
<方法>調査の対象を JCQHC 認定病院とし、
JCQHC のホームページで公開されている感
染対策に関連する評価項目を調査した。
JCQHCの評価体系(Ver. 6.0)の第 2領域「患
者の権利と医療の質および安全確保の体制」
および 第 5 領域「医療の質と安全のための
ケアプロセス」に感染対策関連項目が含まれ
る(バージョンが改定されたが、多くの病院は
前バージョンでの認証を受けている)。しかも、
その評価項目は 5段階で評価され、客観的な
評価が可能である。その感染対策関連項目の
うち、評点の低い項目は感染対策体制の再構
築に際し、重点をおくべき項目に相当すると
考えられ、病院別にデータを収集した。 
 
４．研究成果 
(1) 感染対策に関するアンケート調査 
回答施設は 718 病院（回答率 20％）で、解
析対象とした 708 施設のうち、加算１算定の
304 施設、および加算２算定の 404 施設につ



いて検討した。加算算定病院の設置主体につ
いて、加算
方独立行政法人
17％、国立・独立行政法人
等であった。一方、加算
て、医療法人は
12％、公立・地方独立行政法人
独立行政法人

図１. 
 
#感染対策従事者の配置状況
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る医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師の配
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未満であった。加算２では、看護師にお
いても専従化は 9.5%

図２. 感染対策従事者の配置状況

一方、専任者の配置状況は、加算１でい
れの職種も 56-60%
では看護師で 46%
35-37%であった。これらのことから、スタ
ッフの専従化、専任化は難しい現状であるこ
とが推察された。
の参加状況をみると、加算１ではいずれの職
種も 90%以上の参加率であったが、加算２で
は特に医師の参加率が
認められた。また、加算２施設では、薬剤師
および臨床検査技師が院内ラウンドに毎回
参加できていない現状も明らかとなった。
上の結果から、加算算定施設の実態調査より、
加算２を算定している小規模で医療法人な
どの施設では人的体制整備が十分でない状
況が確認され、今後の感染対策上考慮すべき
であると考えられた。
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アンケート回答施設の概要

感染対策従事者の配置状況 
感染防止対策加算を算定する要件として、
３年以上の経験の専任医師、薬剤師、臨床検
査技師および５年以上の看護師の配置が必
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は特に医師の参加率が 70%未満と低い傾向が
認められた。また、加算２施設では、薬剤師
および臨床検査技師が院内ラウンドに毎回
参加できていない現状も明らかとなった。

加算算定施設の実態調査より、
している小規模で医療法人な

どの施設では人的体制整備が十分でない状
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#感染対策委員会の構成、会議開催状況
感染対策での最上位にある委員会について、
委員会の構成員数、平均出席者数、平均所要
時間、上半期開催数を加算別にみると、加算
１では、それぞれ
7.28
加算２では
37.91
 
#抗菌薬の許可・届出制への薬剤師の関わり
抗菌薬の届出制を導入している病院は全体
の約
であり、その約
容の確認業務を担当していることが明らか
となった（加算１では
80.6%

図３
 
 
また、
およびカルバペネム薬を届出対象として
た（図４）

図４
 
一方、
は全体の約
では
師が使用許可の判断を行っていた（加算１で
は 24.5%

図５

感染対策委員会の構成、会議開催状況
感染対策での最上位にある委員会について、
委員会の構成員数、平均出席者数、平均所要
時間、上半期開催数を加算別にみると、加算
１では、それぞれ
7.28 人、41.29
加算２では 15.62
37.91±18.64 分）、

抗菌薬の許可・届出制への薬剤師の関わり
抗菌薬の届出制を導入している病院は全体
の約90%（加算１では
であり、その約
容の確認業務を担当していることが明らか
となった（加算１では
80.6%）（図３）。

図３. 抗菌薬の届出制への薬剤師の関わり

また、9 割以上の病院において、抗
およびカルバペネム薬を届出対象として
（図４）。 

図４.届出対象抗菌薬
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以上の結果から、大学病院の医療従事者は
一般病院に比し、医療に関する倫理観が欠如
し、臨床研究に関心を有している可能性があ
ることから、医療従事者に対する医療倫理教
育の重要性が示唆された。
(3)
以上の結果より、
より、加算２を算定している小規模で医療
法人などの施設では人的体制整備が十分で
ない状況が確認され、今後の感染対策上考
慮すべきであると考えられた。
抽出された問題点を、我
対策防止にかかる、最優先
が明らかになった
するために、感染対策防止に先進的に取り組
んで
改善の方向性について
さらに、行政およ
効果的感染対策を講
正化にも貢献
できるものと考えられる。
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